
茨木市健康医療部　長寿介護課

茨木市福祉部　福祉指導監査課

本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について本市の介護保険制度の運営状況について

１　高齢化の状況１　高齢化の状況１　高齢化の状況１　高齢化の状況

茨木市の第１号被保険者数・要介護（要支援）認定者数の推移

（単位：人)

（出典：介護保険事業状況報告月報)

(注）（　）内の数値は、平成28年４月末の数値を100としたときの指数である。

(注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

(注）要介護（要支援）認定率は、認定者数(第１号被保険者)/第１号被保険者数により算出。

（参考）茨木市の人口と高齢化率

（単位：人)

（出典：茨木市住民基本台帳)

(注）人口総数は表頭の日付における値である。
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２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況２　要介護認定の状況

要介護（要支援）認定者数の推移

（単位：人）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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●要介護認定者数は年々増加しており、全国平均よりも要介護認定率（年齢調整後）が高い。
[R2要介護認定率(調整済み)] 全国：18.7% 大阪府：23.1% 茨木市：19.2%

●要介護（要支援）認定を受けずに事業対象者に該当した人数は（Ｐ８）に記載
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３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況３　介護保険サービス受給者の状況

サービス別受給者数の推移

（単位：人）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）前年比とは対前年同月比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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●介護保険サービス受給者は要介護認定者の増加に比例して、伸びてきています。特に居宅
サービスの伸びが大きく、その原因としましては、サービス付き高齢者住宅や有料老人ホーム
が増えてきていることが影響していると考えられます。

●施設サービス受給者数については、概ね横ばいとなっており、大きな変化はありません。
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４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況４　介護保険サービス利用の状況

（１）介護総費用額（年額）の推移

（単位：百万円）

（出典：介護保険事業状況報告年報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の総費用額（利用者負担分を含む。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。

（２）給付費　計画・実績（年額）

（単位：百万円）

（出典：茨木市介護保険事業計画（第７期）、介護保険事業状況報告年報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の給付費（利用者負担分を含まない。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。
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　　　設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援、（介護予防）特定福祉用具販売、住
　　　宅改修費である。
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（３）給付費（月額）の推移

（単位：百万円）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）保険給付（介護給付・予防給付）の月額給付費（利用者負担分を含まない。）

（注）特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費を含まない。

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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●給付費の月額は年々増加しており、令和３年４月時点で約14億円となっています。居宅サービ
スの給付費が全体の約６割を占めています。
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（４）１人あたり給付費の推移

① 第１号被保険者１人あたり給付費（月額）

（単位：円）

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）給付費（月額）を第１号被保険者数で除したもの。

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比である。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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●第１号被保険者１人当たり給付費は増加傾向ですが、全国、大阪府平均よりも下回っており、その結

果、介護保険料は低くなっています。（Ｐ８参照）
[参考]

全国：２２，３５５円 大阪府：２４，８０６円 茨木市：２０，１４３円
（Ｒ２ 見える化システム暫定値）
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② 介護保険サービス受給者１人あたり給付費（月額）

（単位：円）

% % % % %

% % % % %

% % % % %

% % % % %

（出典：介護保険事業状況報告月報）

（注）給付費（月額）をサービス別受給者数で除したもの。

（注）下線部分は暫定集計値であり、今後変更される可能性がある。
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[茨木市の傾向]

茨木市は高齢化率がそれほど高くないにも関わらず、要介護認定率（年齢調整後）が全国平均を上回って
います。
１人あたりの給付費はそれほど大きく伸びてはいませんが、将来的には、他市よりも介護が必要となる高
齢者数の伸びが大きくなり、急激な介護給付費の増加が見込まれます。
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５　保険料（月額）５　保険料（月額）５　保険料（月額）５　保険料（月額）

（単位：円）

６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況６　居宅介護支援の状況

（１）居宅介護支援事業者

① 居宅介護支援事業所の指定・登録状況の推移

令和3年4月1日現在（単位：件）

② 新規参入、廃止の状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）７　事業対象者（基本チェックリスト該当者）

各年度末（単位：人）

平成31年４月１日
指定事業所数

平成29年度 平成30年度 令和元年度

事業対象者 351

令和３年４月１日
指定事業所数

86 86

304 384353

令和２年度

令和２年４月１日
指定事業所数

令和２年度中
増加数

令和２年度中
減少数

4,972 5,514 5,869

（注）保険料額は、保険料基準額。大阪府平均は第１期、第２期は≪単純平均≫、
　　　第３期、第４期、第５期、第６期、第７期は加重平均。全国平均は≪加重平均≫

82

5,303 6,025 6,636（参考）大阪府平均

89

令和３年
４月１日 前年度比

82 77 7 2 82

106.5%82 77

　　　　第７期
　（平成30～
　　　令和２年度）

4,940

平成29年
４月１日

平成30年
４月１日

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

5,3004,550

平成28年
４月１日

茨木市平均

（参考）全国平均

（参考）大阪府平均 3,134 3,394 4,675 4,588

（参考）全国平均

第５期
（平成24～26年度）

第６期
（平成27～29年度）

第２期
（平成15～17年度）

2,911 3,293 4,090 4,160

2,978 3,129 3,847 3,877茨木市平均

第３期
（平成18～20年度）

第４期
（平成21～23年度）

第１期
（平成12～14年度）
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８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況８　介護保険サービス基盤の状況

（１）居宅サービス事業者

① 居宅サービス事業所の指定・登録状況の推移

令和3年4月1日現在（単位：件）

（注）介護予防の指定と重複しているものは、「１」として計上

（注）利用定員18人以下の通所介護は、制度改正により平成28年４月から地域密着型通所介護へ

移行されたが、介護予防通所介護の指定と重複している場合は、通所介護と地域密着型通所

介護それぞれに計上

（注）介護予防通所介護及び介護予防訪問介護は、総合事業への移行により、平成29年度末で制度

終了

② 新規参入、廃止の状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

平成31年４月１日
指定事業所数

令和２年４月１日
指定事業所数

令和２年度中
増加数

令和２年度中
減少数

令和３年４月１日
指定事業所数

219 226 22 10 238

-

計 248 253 219 219 226 238 105.3%

1615 16 15 14 14特定福祉用具販売

16

10 10 10 10 10 -

福祉用具貸与 114.3%

特定施設入居者生
活介護

10

16 17 15 14 14

短期入所療養介護 0.0%

短期入所生活介護 16

0 0 0 0 0 0

67 71 37

16 16 100.0%12 14 15

通所リハビリテー
ション

-

通所介護 40

1 1 1 1 0 2

25 27 27 32

100.0%

38 39 102.6%

訪問看護 112.5%36

5 5 5 5 4 4

25

訪問入浴介護

98

平成28年
４月１日

97 94 94 94 97

平成29年
４月１日

平成30年
４月１日

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

令和３年
４月１日

訪問介護

前年度比

101.0%
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③ 居宅サービス事業者の内訳

令和3年4月1日現在（単位：件）

（注）その他は農協・生協　等

（注）（　）内の数値は、合計に対する構成比

（注）介護予防の指定と重複しているものは、「１」として計上

④ 地域密着型サービス事業者の指定状況

令和3年4月1日現在（単位：件）

320

(100.0%)
16

計 82 80 81 84

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 3 4 4 5

2 2 2 2複合型サービス（看護小規模多機能居宅介護）

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 13 12 13 14

0 0 0 0地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護 11 11 12 13

14 14 14 14小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護 1 1 1 1

36 34 33 33地域密着型通所介護

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問
介護

訪問
入浴

訪問
看護

通所
介護

営利法人 84 4

通所
リハ

短期
生活

短期
療養

特定
施設

福祉
用具
貸与

居宅
介護
支援

計
福祉
用具
販売

社会福祉法人 8 0 1 15 0 15 0

平成30年
４月１日

平成31年
４月１日

令和２年
４月１日

令和３年
４月１日

2 2 2 2

2 0 17
58

(18.1%)
0

(5.6%)
02 0 0 0 0 9

0 1 0 8

18
医療法人 2 0 5 0

224

(70.0%)
15

地方公共団体
（市町村）

0 0 0 0

25 23

0 0 0 0

15 49

0 2 2 0 0

0 0

その他 0 0 3 0

0

(0.0%)
0

ＮＰＯ法人 4

7

(2.2%)

0 0 0 50

0 10

0

13

(4.1%)

0 0 0 1 2

16 82

1

計 98 4 36 40 2 16
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９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査９　事業者、施設に対する指導・監査

（１）指導

介護保険施設

介護保険施設

介護保険施設

（注）

（注）

［施設数］

実地指導件数については、上段に介護予防を含む事業所数を表示し、下段に括弧書きで介
護予防の内数を表記

0 - 0

平成30年度は、大阪北部地震により６月開催予定の地域密着型サービス集団指導は未実施

居宅サービス事業者 ［事業所数］
令和
２

年度

令和
元

年度

平成
30

年度

0

413

居宅サービス事業者 ［事業所数］ 315

-
0

(0)

0 - 0

0 - 0

-
48

(13)

0

［施設数］

居宅介護支援事業者 ［事業所数］

居宅サービス事業者 ［事業所数］

- 0

81 - 10

［施設数］

居宅介護支援事業者 ［事業所数］

-
43

(6)

居宅介護支援事業者 ［事業所数］ 82 - 7

種別 集団指導 書面指導 実地指導
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（２）監査

【平成30年度実績】

【令和元年度実績】

【令和２年度実績】

介護保険施設

介護予防サービス事業者 -

０施設 - - - - -

０事業所 - - - -

居宅サービス事業者

-

０事業所 - - - - -

０事業所 - - - -居宅介護支援事業者

-

０施設 - - - - -

０事業所 - - - -

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分 改善勧告 改善指導 その他

-

１事業所 1 - - - 1

０事業所 - - - -

介護保険施設

介護予防サービス事業者 -

０施設 - - - - -

０事業所 - -

居宅サービス事業者

- -

居宅介護支援事業者 -

０事業所 - - - - -

０事業所 - - - -

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分 改善勧告 改善指導 その他

介護保険施設

介護予防サービス事業者

居宅サービス事業者

居宅介護支援事業者

監査件数

監査後の措置

行政上の措置等 経済上
の措置処分 改善勧告 改善指導 その他
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